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　そうした状況下で，2009年 7 月 1 日，バイニマラマ首相は「変化に向けた
戦略枠組み」（A Strategic Framework for Change）と題する演説を行い，2009年
から2014年の 5年間での政策実施行程（いわゆる「ロード・マップ」）を明ら
かにした（Fiji Ministry of National Planning 2009, i）。それによって，2009年から
2011年の 3カ年における政策を発表した。そこでは，①社会・経済状況およ
びインフラの改善，②2012年 9 月までの新憲法草案作成作業の着手，③2013





































































た。 1月 8日にバイニマラマ暫定首相は 8名の閣僚を任命し，翌 9日には，
さらに 6名の閣僚を追加任命して，首相と14名の閣僚からなる暫定政権（In-
terim Government）が発足する（PW: 2007. （129）, 78-80）。内閣の最大の目玉は，
2000年のクーデタで追放されたインド系のマヘンドラ・チョードリー（Ma-
hendra Chaudhry）前首相が，閣内での最重要ポストである財務 ･国家計画 ･
公企業および砂糖改革大臣に就任したことだった。そのほかにもフィジー労
働党（Fiji Labour Party: FLP），統一フィジー党（Soqosoqo Duavata ni Lewenivanua / 
United Fiji Party: SDL），国民連合党（National Federation Party: NFP），統一人民





Vakaturaga / Great Council of Chiefs: GCC））議長はバイニマラマ暫定首相とその
内閣への全面支持を表明するとともに，国民にも支持を呼びかけ，当初の反
バイニマラマの態度を一変させた。メソジスト教会やカトリック教会も，バ













った2008年 8 月6日，暫定政権は「人民憲章」（People’s Charter for Change, 
Peace and Progress: PCCPP）草案を発表した。この文書は，「よりよいフィジー





























































































承したもので，同ユニットはクーデタから 2カ月後の2007年 2 月 4 日以来79
人を訴追し，腐敗関連容疑で400件近くを告発した。そして FICACが設置さ



























































































of the State of Fiji）に任命し，以下の 4つの政令（decree）によって憲法破棄
に続く一連の行為の有効性を確保することを宣言した。「1997年憲法の破棄」
（Abrogation of 1997 Constitution），「国家元首の任命」（Appointment of Head of 
State），「現行法の継続」（Continuation of Existing Laws），「すべての司法職の













（President’s Address to the Nation. Fiji Gov’t. Online, Apr. 10, 2009）と自信をのぞ
かせた。そして，諸改革を実施するために，暫定政府（interim government）













私をフィジー首相（Prime Minister of Fiji）に任命した」と述べた。首相とい
う言葉の前に， 2日前の大統領演説にみられた暫定を表す interimも care-


































同時に，われわれすべてがフィジー人（we are all Fijians）なのである。
われわれはすべて平等な市民である。われわれすべてがフィジーに忠
誠を誓わなければならない。われわれは愛国者でなければならず（we 
must be patriotic），フィジーを第 1に考えなければならない（we must 
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Strategic Framework for Change）という政策実施計画を発表した。これは，
2009年から2014年までの 5年間の政策実施行程をしめすものであった。その
行程は，①2009年から2011年は，社会・経済状況およびインフラの改善に取




Democracy and Sustainable Socio-Economic Development 2010-2014）を発表した。

























































































































　選挙制度は，大選挙区非拘束名簿式比例代表制（multi-member open list sys-




















あった。選挙委員会は，単一の国民共通選挙人登録（single national common 















































































































　新選挙制度のもとで，得票率が 5 ％を上回った FF，SODELPA，NFPの




















　　　（Social Democratic Liberal Party （SODELPA））
139,857 28.2
国民連合党　






































停止し（PW: 2010. （135）, 62-63），10月にニュージーランドはフィジー高等裁
判所判事の入国を拒否した（PW: 2010. （135）, 64）。一方フィジー政府も，11
月にフィジー政権に批判的なブリジ・ラル（Brij Vilash Lal）オーストラリア
国立大学（ANU）教授，およびオーストラリアとニュージーランドの高等弁








リア政府との間では関係改善には至らなかった（PW: 2010. （136）, 40-41）。む
しろ，オーストラリア政府は強硬姿勢を強め， 6月にはフィジー海軍に所属
しているとの理由でラグビー選手 2名の入国を拒否し（PW: 2010. （136）, 47），
7月にはオーストラリア政府観光当局がフィジーの首都スバの危険度を「高











（Lowy Institute for International Policy）もオーストラリア政府の対フィジー強
硬姿勢が，フィジーの中国依存を強めているとして政府の外交姿勢に憂慮を
示した（PW: 2011. （137）, 62）。アメリカもオーストラリア政府の対応に懸念
を抱き，ヒラリー・クリントン（Hilary Clinton）国務長官はクンブアンボラ
外相と対話の意向を表明し（PW: 2011. （137）, 63），2011年 3 月には，アメリ
カ政府はフィジー政府との関係強化の意向を表明した（PW: 2011. （138）, 55）。
4月には，オーストラリアの野党代表が政府の対フィジー強硬政策を批判し











　2011年 8 月に入り，オーストラリア政府がフィジーの保健プログラムに 5
年間で2760万米ドルの支援を決定し，ようやく変化の兆しがみえた（PW: 




結果を非難したが（PW: 2012. （139）, 54），12月には豪州戦略政策研究所（Aus-
tralian Strategic Policy Institute）は政府の対フィジー制裁解除を提言した（PW: 
2012. （139）, 56）。こうして，2012年 5 月にオーストラリア政府はフィジー総
選挙支援に250万豪ドルの支援を表明し（PW: 2012. （140）, 46－47）， 7月に対
フィジー制裁を緩和し 3年ぶりに外交関係の再開に動いた（PW: 2013. （141）, 
59）。
　2013年 8 月22日にフィジーが新憲法草案を発表すると，オーストラリア，




た（PW: 2014. 143. 54）。ニュージーランド政府も，2014年選挙支援のために





























　2006年 4 月，中国は日本の太平洋・島サミットをまねた第 1回太平洋島嶼
諸国首脳会議をフィジーのナンディで開催し巨額の援助を約束した（PW: 
2006. （128）, 41－42）。そして， 9月には当時の政府与党統一フィジー党（SDL）
80
年/月 外交・軍事・援助・投資・貿易関係など
2006年 4 月 第 1回太平洋島嶼諸国首脳会議開催（ナンディ）
2006年 9 月 与党 SDL代表団訪中，経費は中国負担。
2007年 7 月 フィジー政府，道路建設・上水供給設備整備等のため，6億ドルの借款を
要請。
2007年 7 月 フィジー政府，レウェニ少佐を中国駐在武官として派遣し，軍事関係強化
へ。
2007年 8 月 バイニマラマ暫定首相，「ビザ免除令」公布。中国人訪問者のビザが免除
に。
2007年 9 月 中国開発銀行，銀行開設の事前調査で 3回にわたりフィジーを訪問。
2007年11月 中国の外務次官補，フィジーTVで，周辺諸国は一層のフィジー理解と分
別ある態度が必要と。
2008年 2 月 チョードリー暫定財務大臣と中国大使，インフラ整備のための資金供与協
定に署名，総額未定。
2008年 2 月 中国人投資家10名，格安住宅建設の市場調査のためフィジー訪問。
2008年 3 月 地方道路整備のため 1億1400万米ドルの借款決定。
2008年 5 月 豪州の中国系企業，ビチレブ島北西部のブアでボーキサイト鉱山の発掘調
査。
2008年 8 月 バイニマラマ暫定首相，訪中。北京で「一つの中国」支持，「ルック・
ノース」政策堅持を表明。
2008年 9 月 中国企業，3900万ドルを投資しエタノール精製プラント建設を計画，中国
調査団候補地を視察。
2009年 2 月 バイニマラマ暫定首相，習近平副首相と会談（ナンディ）。 6億米ドルの
借款受け入れ準備完了を報告，直接投資，観光客の誘致を要請。中国人の
入国要件の緩和も。
2009年 3 月 中国の建設会社，スバ近郊で格安住宅建設。
2009年 8 月 中国資本のホテル，ナンディで2010年開業へ。
2009年 8 月 中国人訪問団25人がバイニマラマ暫定首相と会談。水力発電，水産部門で
提携へ。
2009年12月 エア ･パシフィック，ナンディから香港へ直行便就航（12/3）
2010年 2 月 フィジーの農家に 1万2000トンの肥料を援助
2010年 2 月 フィジー警察，売春・不法滞在で中国人 9人を逮捕
2010年 5 月 フィジー政府庁舎のフェンス（全長約2447ｍ）設置資金を供与
2010年 6 月 フィジーの低所得者向け住宅等の建設に約2470万米ドルを貸付
2010年 6 月 MSGサミット，フィジー開催でフィジーに 5万米ドルを拠出
2010年 8 月 バイニマラマ首相，同政権の諸改革を理解する中国との関係強化を表明
2010年 8 月 中国の投資家一行がフィジーを訪問
表1-2　中国とフィジーの関係（2006～2013年）
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軍事関係も強化に向かう（PW: 2007. （130）, 62）。また， 8月にバイニマラマ
暫定首相は「ビザ免除令」を公布し中国人訪問者のビザを免除し，民間部門
の交流拡大を図った（PW: 2008. （131）, 29）。11月にフィジー訪問中の中国の
外務次官補は，フィジーTVで周辺諸国はいっそうのフィジー理解と分別あ
年/月 外交・軍事・援助・投資・貿易関係など
2010年 9 月 中国人民銀行のクレジットカード（CUP），フィジー国内で使用可に
2010年 9 月 人民解放軍代表団，フィジーを訪問
2010年10月 ナイラティカウ大統領， 9日間訪中
2010年12月 バイニマラマ首相，中国との450万米ドルの新規援助協定に署名
2011年 1 月 中国，フィジー政府に総額200万米ドルの建設機器類を供与
2011年 6 月 フィジー政府公務員に大学院留学制度を提供
2011年 8 月 胡錦濤国家主席，ナイラティカウ大統領との会談で関係強化を強調





2012年 6 月 中国の鉱山会社，鉄鉱石プロジェクトに4,030万米ドルを投資
2012年12月 対中ボーキサイト輸出， 6月からの 4カ月間で450万米ドルに
2013年 5 月 フィジー国際犯罪担当部隊，国内の中国人移民の動向を監視





（PW: 2008. （131）, 34）。
　フィジー側も，2008年 8 月にはバイニマラマ暫定首相が訪中し，北京で
「ひとつの中国」支持，「ルック・ノース」政策堅持を表明する（PW: 2009. 
（133）, 53）。翌2009年 2 月には習近平副首相がフィジーを訪問し，バイニマ
ラマ暫定首相と会談する。バイニマラマは，フィジーが 6億ドルの借款受け
入れ準備を完了したことを報告，直接投資と観光客の誘致を要請するととも












2010年 2 月にフィジー警察は，売春・不法滞在で中国人 9人を逮捕し（PW: 




（PW: 2011. （137）, 58），その発言に応えるかのように 9月には人民解放軍代表
団がフィジーを訪問し（PW: 2011. （137）, 63），翌10月にはナイラティカウ大
統領が 9日間にわたって中国を訪問した（PW: 2011. （137）, 64）。ナイラティ
カウ大統領は，翌2011年 8 月にも中国を訪問して胡錦濤国家主席と会談し，
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同国家主席は両国間の関係強化を強調した（PW: 2012. （139）, 52）。さらに
2013年 5 月にはバイニマラマ首相が中国政府の招きで訪中し，習近平国家主






















7月には南アフリカ共和国に高等弁務官事務所を開設し（PW: 2012. （139）, 
51），11月にブータンとの間に外交関係を開設する（PW:2012. （139）, 56）。
84
2012年 2 月には，ロシアのラブロフ外相を（PW: 2012. （140）, 40）， 6月には
北朝鮮の代表団をフィジーに迎え（PW:2012. （140）, 47）， 8月には北朝鮮との
間で二国間協定の覚書に署名し，そのなかで両国はともに主権と独立が共通
の関心事であることを強調した（PW: 2013. （141）, 60）。そして翌 9月にはイ








2011年 4 月 ブルネイと外交関係開設
2011年 4 月 バイニマラマ首相，貿易関係の強化のためインドネシアを訪問
2011年 7 月 南アフリカ共和国に高等弁務官事務所開設　
2011年11月 ブータンとの外交関係開設
2012年 2 月 ロシアのラブロフ外相，フィジーを訪問
2012年 5 月 太平洋諸島閣僚連絡グループ（MCG）の閣僚 6名（PNG，豪州，NZ，サ
モア，ツバル，バヌアツ）フィジー訪問
2012年 5 月 シリアの国連 PKOに 8名の将校を派遣
2012年 5 月 バイニマラマ首相，日本での第 6回太平洋・島サミットへの外相招待を拒
否
2012年 6 月 北朝鮮代表団 3名，フィジーを訪問
2012年 8 月 北朝鮮との二国間協定の覚書に署名（両国間には主権と独立の強調という
共通の関心事がある［クンブアンボラ外相］）
2012年 9 月 イランとの外交関係を開設　
2012年 9 月 フィジーが国連で G77（開発途上国＋中国）の2013年の議長国に選出され
る






きた国連 PKOへの参加を継続し，シリアの国連 PKOに 8名の将校を派遣
した（PW: 2012. （140）, 45）。さらに，2012年 9 月には，フィジーが国連で
G77（開発途上国＋中国）の2013年の議長国に選出されるまでの外交的成果を
収め，その国際的地位をいっそう向上させた（PW:2013. （141）, 61-62）。
　域内においては，2013年 8 月にフィジーのナンディにおいて第 1回太平洋













































































































































































Constitution of the Republic of the Fiji Islands, 27th July 1998, Fiji Government Printing 
Department.
Fiji ［2013］ Draft Constitution of Fiji．（＊本章でいう「政府草案」。フィジー政府の
ホームページに掲載）
Fiji. 2008. Fiji Draft Peoples Charter for Change, Peace & Progress, & The State of The 
Nation and Economy Report. Suva: National Commission of Building.
Fiji. Constitution Commission. 2012. Draft for Proposed CONSTITUTION OF FIJI, 
2013. Presented to His Excellency Ratu Epeli Nailatikau, President of Fiji, in 
December 2012, in accordance with the Fiji Constitutional Process (Constitution 
Commission) Decree 57 of 2012.
Elkin, Stephen L. and Karol Edward Soltan, ed.. 1993, A New Constitutionalism: Design-
ing Political Institutions for a Good Society. Chicago: University of Chicago Press.
Fiji. 2013.. “Fiji Constitutional Process (Adoption of Constitution) Decree 2013 (Decree 
第 1章　フィジー軍事政権の民主化改革と国際関係の変容　91
No. 12 of 2013).” Government of Fiji Gazette 14 (32) 21, March: 1635.
Fiji. Ministry of National Planning. 2009. Roadmap for Democracy and Sustainable Socio-
Economic Development 2010-2014 A Better Fiji for All. ［Suva］: Ministry of Na-
tional Planning.
Citizens’ Constitutional Forum. 2013. An Analysis: 2013 Fiji Government Draft Consti-
tution. Suva:. Citizens’ Constitutional Forum.
Nailatikau, Ratu Epeli 2013. Address to the Nation on Fiji’s Constitution, 1/10/2013 
(http://www.fiji.gov.fj/Media-Center/Speeches/H-E--RATU-EPELI-NAILATI-
KAU---ADDRESS-TO-THE-NATION.aspx).
Newton, Kenneth and Jan W. van Deth. 2005. Foundations of Comparative Politics: De-
mocracies of the Modern World. Cambridge: Cambridge University Press.
Bainimarama, Josaia Voreqe. 2006. “Voreqe Bainimarama’s Press Statement (5 Decem-
ber 2006),” Fiji Times  (http://www.fijitimes.com/extras/TakeOverAddress.pdf) 
― 2009a. Prime Minister Josaia Voreqe Bainimarama-Address to the Nation of Fiji 
Following Appointment of Cabinet, 11 April 2009.
― 2009b. “Transcript” ［A Strategic Framework for Change］ (http://pidp.org/pire-
port/2009/July/07-01-tr.htm Last visited October 1, 2015).
― 2013. Address to the Nation on Fiji’s Constitution, 1/10/2013. The Fijian Govern-
ment.
Hayward-Jones, Jenny 2011. Lowy Institute Fiji Poll 2011, Fiji at Home and in the World, 
Public Opinion and Foreign Policy. Sydney: Lowy Institute.
Lawson, Stephanie. 1991. The Failure of Democratic Politics in Fiji. Oxford: Clarendon 
Press.
Raynolds, Andrew 2002. The Architecture of Democracy-Constitutional Design, Conflict 
Management, and Democracy, Oxford University Press.
Ratuva, Steven. 2007. “Fiji’s Unique Coup Still Unfolding.” (Fiji Times, Jan. 6) Pacific 
Islands Report (http://archives.pireport.org/archive/2007/january/01%2D09%
2Dcom1.htm).
Shameen, Shaista 2007. The Assumption of Executive Authority on December 5th 2006 by 
Commodore J.V. Bainimarama, Commander of the Republic of Fiji Military Forces: 
Legal, Constitutional and Human Rights Issues. ［Suva］ Fiji Human Rights Com-
mission. 
Sartori, Giovanni 1997. Comparative Constitutional Engineering: An Inquiry into Struc-
tures, Incentives and Outcomes, 2nd ed. Basingstoke: Macmillan.
＜ウェブサイト＞
Fijilive (http://fijilive.com/)

